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４． 海外現地セミナーへの展開 

(1) アジア諸国の生保関係機関との共催による海外現地セミナーの開催（1981年-） 

 

海外現地セミナーの開催    海外現地セミナー（1983年タイ） 

昭和 43年（1968年）頃から韓国および台湾の

生命保険協会、アクチュアリー会、生命保険会

社からの要請に応じて、各分野の専門講師を

派遣し現地指導を行ってきたが、昭和 56年

（1981年）度にインドネシアおよびタイからの強

い要請にこたえ、これらの国において新形式の

現地セミナーを毎年実施することとなった。 

日本で開催する OLISセミナーおよび OLIS-SE

セミナーは、毎回の参加者がそれぞれ 15～18名程度に限定されていたため、一か国あたり

の参加者は 2～3名、年間（各セミナー2回ずつ）でも合計 8名程度にすぎないのが実情であ

った。さらにアジア諸国の生命保険事業には、国

により異なった独特の背景や経済的および歴史

的側面があることなどから、セミナーをその国で

行うことにした。これにより、有資格者全員の参加

を可能とし、さらにそれぞれの国の実情と内容に

適したセミナーの実施が可能になることから、そ

の要望に応えることとなった。海外現地セミナー

は、これまでアジア諸国で開催され好評を博し現

在もまだ継続されている人気のセミナーである。 

海外現地セミナー（2010年台湾） 

 

OLIS-ASIAの開催    OLIS-ASIA（2007年マレーシア） 

平成 19年（2007年）には当財団創立 40周

年を迎え、これまでの東京セミナーと現地セ

ミナーに加えて国際セミナー形式の

OLIS-ASIAが企画された。東京セミナーは

参加できる人数が限られており継続的な知

識習得が難しく、逆に現地セミナーは開催

地そのものが限られているほか毎年開催し

ている地域は少なく、人数規模・参加者構成

も地域によって差が大きかった。これら 2種

類に加え、立地条件の良い国でより多くの関係者が参加できる効果的なセミナーとして、マレ
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ーシアのクアラルンプールで開催された。またこの新しい国際セミナーの共同企画運営の成

果を共有することにより、共催者間の将来における協力を促進することも目的として掲げられ

た。翌平成 20年（2008年）には、タイのバンコクで第 2回 OLIS-ASIAが開催された。 

 

OLIS-ASIA（2008年タイ） 

 

現地セミナーの実施状況 

年度 開催国 テーマ 講師 参加者 

昭和 56年 

（1981年） 

タイ 剰余金とその分配／危険選択 4名 約 80名 

インドネシア 生命保険会社の事務システムと合理化 4 約 60 

昭和 57年 

（1982年） 

韓国 営業 2 - 

シンガポール 事務の電算化 5 33 

台湾 危険選択 2 約 60 

昭和 58年 

（1983年） 

フィリピン 営業および営業教育 3 40 

韓国 生命保険の税制 3 41 

タイ 内務事務管理 3 58 

マレーシア 危険選択 3 46 

昭和 59年

（1984年） 

韓国 企業年金 2 46 

台湾 団体保険 2 62 

インドネシア 外野経営と営業教育 2 40 

シンガポール 営業教育 2 20 

フィリピン 商品開発と団体保険 2 44 

昭和 60年 

（1985年） 

韓国 日本の生命保険業界の経営変遷史 3 58 

マレーシア 営業および営業教育 2 33 

タイ 保険料算定基礎理論 3 25 

昭和 61年

（1986年） 

韓国 消費者運動と業界対応 2 59 

台湾 営業並びに営業教育 2 46 

インドネシア 新設保険会社の保険経営 1 41 

昭和 62年 

（1987年） 

韓国 商品開発 2 54 

台湾 外務員の試験制度／請求金の判例 2 45 

シンガポール 機関長のための市場開拓 2 14 

タイ 団体保険、医療、傷害保険 1 26 

昭和 63年

（1988年） 

韓国 他金融機関との提携販売 3 62 

台湾 危険選択 4 48 
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インドネシア 外貨建生命保険／資本金の必要性 4 49 

フィリピン 営業教育 1 15 

平成 1年 

（1989年） 

韓国 生命保険と税制 2 79 

台湾 商品開発／ターンオーバー・継続率改善 2 67 

マレーシア 継続率改善 2 37 

シンガポール 営業 2 13 

タイ 営業教育 1 31 

平成 2年 

（1990年） 

韓国 企業年金 1 87 

台湾 利源分析 2 52 

インドネシア 利源分析／社会保険 2 79 

フィリピン 営業教育 1 54 

平成 3年 

（1991年） 

韓国 支払余力 2 88 

台湾 支払能力問題 2 45 

マレーシア 営業教育 1 34 

タイ 団体保険の数理 2 47 

平成 4年 

（1992年） 

韓国 海外投資の現況 2 67 

台湾 個人年金 2 62 

インドネシア 支払余力・剰余金とその分配 他 2 84 

シンガポール 投資および資産運用 2 14 

フィリピン 商品開発 2 45 

平成 5年 

（1993年） 

韓国 金融商品 2 89 

台湾 資産運用 3 52  

マレーシア 生命保険会社の経営効率と生産性向上 2 29 

タイ ターンオーバー・継続率改善／商品設計 2 38 

平成 6年

（1994年） 

韓国 生保業法改訂の問題点 2 81 

台湾 営業管理／契約の継続率 2 56 

フィリピン 経営効率と営業管理 2 30 

平成 7年

（1995年） 

韓国 低金利時代における生保経営 2 81 

台湾 業法改正／契約内容登録制度 2 47 

インドネシア 医療保険の発展と基礎率 2 78 

マレーシア 業法改正／傷害・疾病・介護保険の発展 2 24 

タイ 医療保険の発展と基礎率 2 41 

平成 8年 

（1996年） 

韓国 健全性維持のための保険経理人の役割 2 79 

台湾 ディスクロジャー／契約者保護制度 2 59 

フィリピン 営業社員の増員・育成・生産性向上 2 63 

中国（深圳） 保険商品と設計販売／営業職員教育 2 97 

平成 9年 

（1997年） 

韓国 バブル崩壊時代の日本の保険経営 2 99 

台湾 保険事業の規制緩和／年金制度 2 78 

マレーシア 新業法下の経理と保険経理人 2 11 

タイ 年金基金と年金ホーム 2 80 

中国（広州） 保険商品と設計販売／営業職員教育 2 84 

ベトナム 保険数理 2 29 

平成 10年 

（1998年） 

韓国 自己資本の充実／支払保証制度 2 53 

台湾 新業法下の経理と保険経理人 2 68 
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フィリピン 販売戦略／日本版ビックバンと生保 2 62 

平成 11年 

（1999年） 

韓国 国家的規制 1 55 

台湾 欠陥別死亡率調査／国家的規制 2 105 

インドネシア 個人年金（営業、数理） 2 86 

タイ 募集機関の経営 2 35 

ベトナム 事務の機械化 3 12 

スリランカ 保険募集と営業教育 2 32 

平成 12年

（2000年） 
協栄生命更生手続中のため、OLIS現地セミナーを自粛 

平成 13年

（2001年） 

韓国（4月） 介護保険制度／eビジネスと保険システム 2 80 

台湾（4月） 介護保険制度（社会保険、民間保険） 1 44 

韓国 特別会計処理／ローン管理 2 69 

台湾 企業年金／eビジネスと保険システム 2 95 

インドネシア ALM／医療保険の査定 2 98 

平成 14年 

（2002年） 

韓国 日本の銀行窓販／第 3分野保険 2 117 

台湾 情報開示／日本の RBC制度 2 107 

マレーシア 日本の銀行窓販／e コマース戦略 2 15 

タイ 健康保険の査定／ALM 2 53 

フィリピン FAの育成／倫理規程 2 40 

平成 15年 

（2003年） 

韓国 業務多様化／販売チャネル戦略 2 97 

台湾 銀行窓販／低金利下の業法改正 2 104 

タイ SM基準／ITの応用 4 48 

平成 16年 

（2004年） 

韓国 販売戦略と LP／営業社員管理と育成 2 341 

台湾 日本の年金制度／日本版 401K 2 81 

インドネシア 銀行窓販／ITの応用 2 84 

マレーシア 公的保険と民間医療保険／営業チャネル 2 62 

フィリピン LPチャネル／営業社員の採用・育成 2 38 

ベトナム 商品の変遷／営業社員の採用・育成 3 28 

平成 17年 

（2005年） 

韓国 変額保険・変額年金／少子高齢化 2 129 

台湾 販売チャネルの変遷／リスク細分化商品 2 111 

タイ 公的年金・企業年金・個人年金 2 48 

中国（北京） 公的年金と私的年金／退職金と企業年金 1 103 

中国（上海） 公的保険と民間保険／医療保険 1 80 

平成 18年 

（2006年） 

韓国 保険法と個人情報保護法／第３分野保険 2 127 

台湾 リスク管理／アウトソーシング 2 94 

インドネシア 重度疾病保険 1 53 

フィリピン 変額保険・変額年金 1 40 

中国（北京） 日本の生保事情／新契約査定・支払査定 3 84 

中国（上海） 日本の生保事情／販売チャネル 1 100 

平成 19年 

（2007年） 

台湾 非伝統保険チャネル／契約者保護 2 86 

マレーシア 

OLIS-ASIA 
営業 15 87 

中国（北京） 顧客サービス 1 100 

中国（上海） 社会保障・年金制度 1 80 
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平成 20年 

（2008年） 

韓国 保険商品／営業戦略 2 140 

タイ 

OLIS-ASIA 
営業 9 115 

中国（北京） 販売チャネル／生保経営 2 83 

中国（上海） 医療保険のモラルリスクの排除 1 123 

平成 21年 

（2009年） 

韓国 金融商品取引法／販売チャネル 2 118 

台湾 金融危機／保険監督・会計基準 2 207 

平成 22年 

（2010年） 

台湾 保険法規制／営業戦略 2 54 

中国（北京） 少子高齢化／金融危機 2 50 

平成 23年 

（2011年） 

マレーシア 東日本大震災／リスク管理 2 106 

タイ 日本の生保業界／東日本大震災／ERM 4 132 

平成 24年 

（2012年） 

財団創設 45周年「川井記念 OLISアジア生命保険シンポジウム」に注力し、

OLIS現地セミナーは開催せず 

平成 25年 

（2013年） 

台湾 介護保険制度 2 81 

インドネシア 社会保障制度の整備 2 54 

ベトナム アクチュアリーとリスク管理 1 100 

平成 26年 

（2014年） 

マレーシア リスク管理／低金利下の生保経営 1 61 

ウズベキスタ

ン 
リスク管理／経営戦略 1 72 

平成 27年 

（2015年） 

台湾 高齢化社会における日本の取組 2 70 

中国（北京） 
日本の年金制度／インターネットによる生命

保険の販売 
2 58 

ベトナム 

（ホーチミン） 

RBC規制／インターネットによる生命保険

募集 
1 42 

平成 28年 

（2016年） 

韓国 
日本の公的介護保険を取り巻く状況につ

いて～課題解決としての介護サービス～ 
1 71 

中国（上海） 
日本の公的介護保険を取り巻く状況につ

いて～課題解決としての介護サービス～ 
1 83 

ベトナム 

（ハノイ） 

生命保険の重要性と日本の生命保険商

品 
2 38 

 


